
野洲市消費者安全確保
地域協議会について

～個人情報を活用した見守り活動～

野洲市市民部消費生活センター

（市民生活相談課）



野洲市の紹介

総人口：51,001人
世帯数：20,519戸

高齢化率：26.31％
（2020.11.1現在）
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見守りリストの作成と提供（個人情報の活用）

・消費者庁からの情報提供・・・・・・・・・・・法第11条の２第１項

→消費者安全法に基づき、消費者庁が保有する野洲市民の情報の提供を求める。

・警察からの情報提供・・・・・・・・・・・・・・法第11条の４第３項

→消費者安全法に基づき、警察が保有する詐欺に関する野洲市民の情報の提供を

求める。

・市が保有する情報の活用・・・・・・・・・・・法第11条の４第３項

→消費者庁と警察から提供された情報をベースに市が保有する情報（PIO-NET
情報等を加え、介護保険台帳や障害に関する手帳交付台帳に記載された情報を

突合させ、見守りリストを作成する。

・構成員への見守りリストの提供・・・・・・・・法第11条の４第３項

→作成した見守りリストを必要に応じて構成員に提供する。
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全体会議

(1) 見守りリストの提供の要請に関すること。
(2) 市の区域内で発生している消費者被害の状

況及び傾向に関する調査並びに分析に関する
こと。

(3) 見守り等の事例の集積及び分析並びに見守
り等の課題の検討に関すること。

(4) その他見守り等を効果的かつ円滑に図るた
めに必要なこと。

概 要

会長及び構成員の代表者が参加する会議

構 成 員

協議会の構成員のうち会長が指名する機関又は
団体が推薦する者

所掌事項

担当者会議

概 要

見守り等の対象となる者に関わる構成員のみ
が参加する会議

構成員と所掌事項

消費生活センター（事務局）

障がい高齢

(1) 見守りリストの提供の要請に関すること。
(2) 見守り等の実施方法の検討及び方針の決

定に関すること。
(3) 見守り等により把握した情報の共有及び

事務局への報告に関すること。
(4) その他見守り等の対象となる者の消費者

安全の確保を効果的かつ円滑に図るために
必要なこと。

民生委員児童委員
守山警察署
障がい者自立支援課

高齢福祉課
地域包括支援センター
健康推進課
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特徴

○個人情報の活用
・消費者庁や警察から提供された個人情報をベースに見守りリスト
を作成し、構成員に配布して見守り等の活動に活用している。

・関係機関から提供を受けた情報を分析し、市の保有する情報を突
合させることで、配慮が必要な市民（＝見守りが必要な市民）を
抽出することができる。ピンポイントで見守ることで、効果的な見
守りを行うことができる。

○福祉部局や関係機関と連携した見守り等の活動の実施
・市の福祉部局と連携し、見守り等の活動を行う。
・消費生活センターだけでは、見守り等を活動を行うことができない。
・一人の対象者に対し、さまざまな角度からの見守り等の活動を行う
ことが重要。
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悪質業者
消費者庁等①押収した顧客名簿

行政
処分等

野洲市社会福祉協議会、守山警察署、民生委員児童委員、介護サービス事業所
障がい福祉サービス事業所、医療機関、弁護士、その他会長が必要と認めるもの

野洲市消費者安全確保地域協議会

事務局：野洲市消費生活センター

②顧客名簿
情報の要請

情報を元に全体会議・担当者会議を招集

③顧客名簿
情報提供

6



消
費
者
安
全
確
保
地
域
協
議
会

①押収した名簿

②名簿情報
提供の要請

③名簿情報
の提供

詐欺犯 警察

野洲市消費生活センター

（地域協議会事務局）

《消費者安全法第11条の４第３項》
（協議会の事務等）

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及
び協議を行うため必要があると認めるとき、
又は構成員が行う消費者安全の確保のための
取組に関し他の構成員から要請があった場合
その他の内閣府令で定める場合において必要
があると認めるときは、構成員に対し、消費
生活上特に配慮を要する消費者に関する情報
の提供、意見の表明その他の必要な協力を求
めることができる。

捜査
逮捕
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4月上旬

消費者
庁・警察
に情報の
提供を求
める

5月上旬

提供を受け
た情報を住
民基本台帳
システムを
用いて精査

する

5月中旬

精査後の情
報を介護保
険台帳・障
がいに関す
る手帳交付
台帳と突合

する

5月下旬

構成員ごと
に情報を分
類し、見守
りリストを
完成させる

死亡・転出者の除

外、行政区・生年

月日等の情報の追

加

各台帳情報を保

有する部署に依

頼する
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申請後、概ね20

営業日以内に情

報の提供を受け

る

全体会議で見守

りリストの提供

の要請を受けた

後、リスト提供

を行う



市の福祉部局
障がい者自立支援課

健康推進課
地域包括支援センター

高齢福祉課

民生委員児童委員

滋賀県守山警察署
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見守りリストの提供に関する通知書 見守りリスト受領書
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各学区の民生委員児童委員

Ａ学区のリストを
ください。

事務局

野洲市民生委員
児童委員協議会

④回答①依頼

③回答②通知

⑤見守りリストの
提供と受領

見守りリストの提供

◎見守り等の活動の協力依頼

野洲市民生委員児童委員協議会役

員会へ出席し、説明と依頼を行う。

→現在６学区全てに対して、見守

りリストの提供を行っている。

◎見守りリストの提供

６学区で行われている全ての民生

委員が参加する定

例会に出席し、説

明会を開催する。

・協議会に関する

Q＆Aを作成。

・特殊詐欺等の出

前講座を開催。
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出前講座の実施

◎情報提供時に出前講座を実施

情報提供時に対象者の異変の具体

例として、特殊詐欺や消費生活相

談に関する出前講座を実施する。

野洲市作成資料
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見守り等の活動について

◎個別訪問等に関する見守り等の活動

・高齢者訪問、子育て訪問、防火訪問を行う際に、詐欺被害防止の啓発パンフ

レットを配布するとともに、対象者については聞き取り等を行った。

・今まで関わりがなかった対象者に対し、１００歳体操やふれあいサロンに案

内することで、対象者と関わりを持つことが可能となった。これにより、個別

訪問もできるようになった。

◎民生委員から相談がつながった例

・架空請求はがきに騙され、相手方と連絡を取ったあとで民生委員に相談が

入ったケースについて、民生委員から消費生活センターへ相談がつながったこ

とによって未遂で被害を止めることができた。

◎民生委員間での情報の共有

・住民より寄せられた詐欺の未遂情報等を定例会の中で共有している事例が見ら

れた。
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地域包括支援センターの取組

・地域包括支援センターでは、通常行っている高齢者訪問やプランナーの訪問の
際に、対象者宅を訪問し、聞き取りを行った。
→ 健康状態の確認、部屋の状況（不審な布団や健康器具、健康食品等の有無）、

最近かかってきた電話の内容、金銭の管理状況、家族関係など詳細な聞き取
りがなされている。

→ 聞き取りの結果、いずれのケースも異常なしとの報告が消費生活センターに
なされている。

障がい者自立支援課の取組

・障がい者自立支援課が記録に使用している相談記録システムにおいて、対象者
の相談カードに「消費者被害の可能性」というフラグ立てを行うことで、相談員が相
談の際に聞き取りが行えるようにした。
→ 実際の聞き取りの結果、対象者について異変なしとの報告が消費生活センター
になされている。

14



見守りリストの返納書 見守りリストの利用実績報告書
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